平成25年度　大阪府社会教育委員会議　第１回検討部会　概要
○日　時：平成２5年６月12日（水）　14：00～16：00
○会　場：大阪府公館
○傍聴者：　一般：なし　　報道：なし
１　開　　会

２　挨　　拶

３　委　　員

　　　出席委員（４人）岡村委員、近棟委員、出相委員、村田委員
      欠席委員（１人）大脇委員
４　議　　事

（1） 委員長の選出について（資料２　参照）
　　　　　⇒　互選の結果、出相委員が委員長に選出
（2） 平成24年度第３回大阪府社会教育委員会議の協議内容のふりかえり（資料３　参照）
　　　　　⇒　意見聴取　

（3） 次期提言の審議ポイントについて（資料４、５　参照）

⇒　意見聴取
（４） 次期提言のめざす地域のイメージについて（資料６、７　参照）

⇒　意見聴取　
◆主な意見等
　　＜平成24年度第３回大阪府社会教育委員会議の協議内容のふりかえりについて＞

　　　　・意見等なし

　　
＜次期提言の審議ポイントについて＞

　　　　・審議のポイント２の多様な活動主体に、福祉・保健部門を入れる必要があると思う。大阪府では、平成
16年度から地域づくりや個別課題の解決に取り組む役割をするコミュニティソーシャルワーカーの配

置が始まり、今では大阪府の1／３の中学校区に配置されている。個別の具体的課題の解決に取り組む
とすれば、福祉等の部門が関わらないとできないと思う。
・「誰もが独りにならない地域社会をめざして」という審議題を考えた時に社会福祉協議会とのリンクな
しでは考えられないと思う。
・審議のポイントの2を考える時に、課題を抱えている人に対して、外からその人の内側に強引に入りこ

んでいくのではなく、その人が内側から出てこようと思えるような配慮が必要だと思う。
・「解決が難しい場合」という表記があるが、NPOや大学は課題の初期段階から関わるものだと思う。資
料3に記載されている個別課題はNPOや大学と連携・協働すれば簡単に解決するものでは無いと思う
ので、「解決が難しい場合」という表記は必要ないと思う。
　　　　　・「解決が難しい場合」の表記は必要ないと思う。解決が難しくない場合があるとすれば、その時は、連携・協働が必要ないように見えてしまう。
・ポイント１、２、３にそれぞれ地域という言葉が使われているが「地域」という言葉のもつ意味が明確

でないように思う。それぞれの持つ意味を明確にする必要があると思う。
　　　　　　　　　　
　＜次期提言のめざす地域のイメージについて＞　
　　　・学校・家庭・地域の協働をさらに促進していくためには、資料５－１の表に掲載されている課題にどのように対応していくかを考える必要があると思う。

　　　・地域住民が学校に入ることに対する学校がもつ抵抗感を如何に払拭していくかを考える必要があると思う。
・活動の中核を担う人材育成を考えると、大阪府では以前に地域コーディネーターの育成研修を実施されたが、その後、育成した地域コーディネーターが実際に地域でどのような役割を果たしているのかを検証したうえで、人材育成プログラムを作成するのか、新たな人材育成の研修をするのか、地域コーディネーターの役割強化を図るのかを、今後、検討していく必要があると思う。
　　　　・めざす地域にするために、主体となる人や組織及び目的をはっきり示さないとわかりにくいと思う。

社会福祉協議会では、審議題にある「誰もが独りにならない地域社会をめざして」取り組んできているが、なかなか思ったように進まなかったことから、コミュニティソーシャルワーカーを育成した。審議のポイントでは話したが、次期提言を考えていく中で、コミュニティソーシャルワーカーとどのようにリンクさせるかを考えていく必要があると思う。
　　　　・どのように社会福祉協議会とリンクしていくかを考えると、福祉部門があまり得意としていない、学んだり、学びあったりするという学校・社会教育のもつ強みを生かしていく方法があると思う。子どもも大人も一緒になって、誰もが独りにならない地域社会にするためにどうすればよいかを学びあう機会や場を設定していくことが社会教育の役割になると思う。
・実際に課題に向き合って、一緒に悩んで解決していくことで大きな学びが生まれると思うので、課題に向きあう場を、出来るだけ具体的に誰がどの活動主体とつながり、学ぶ場を設定していくかを明確にする必要があると思う。
・イメージ図の中に行政部局があり、その中の等に含まれているとは思うが、今、若者雇用ということを考えると就職試験に合格せず、自尊心を無くし、引きこもりになっていく学生が増えているので、労働部局も入れるとよいと思う。
・今まで、社会教育は、個別の課題を抱える対象者に対する学習機会の創出と様々な大きな課題に関する学習機会の創出に取り組んできている。この図の中に、学びとか学びあうという側面を図の中に入れていくことが必要だと思う。
・全国でセーフティーネットを地域につくる取組みが実施されており、その中で個別課題のことを広く学ぶとともに、地域にいる助けを必要としている人にどう支援していくかをみんなで考えるという２つの方法がとられており、後者の方法で取り組んでいくのもありだと思う。
・イメージ図は、教育コミュニティや社会教育に関わる部分を中心にイメージして、図示したものだと思うが、最終的には提言のめざす地域のイメージ図を描くのであれば、あらゆる部局や団体が個別課題を通じて「つながっていく」イメージが伝わるような図にすることが必要だと思う。

・よりわかりやすい図にするのであれば、社会教育や社会福協議会、NPO等に期待することをその活動主体の強みを踏まえて、個別に記載するとより具体的でわかりやすくなると思う。
・行政部局や団体等の役割を図に落としこんでいく時に、例えば学校とつなぐ役割が求められているとされていた場合、行政部局や団体等は考えることがそれぞれ違ってくると思う。それぞれの活動主体が何に取り組めばよいのかがわかるよう具体的に記載した方がよいと思う。 
・新提言を出す時に提言をもらった人が何をすればよいのかがわかりやすいものにしていかなくてはいけないと思う。例えば、公民館の役割で考えると学ぶ場や機会の創出とともに、人と人、人と活動、活動と活動をつなぐ役割が求められているなどわかりやすくする必要があると思う。その際に社会教育が有効だということを首長部局等にも発信していくことも必要だと思う。
＜その他＞
　　・市町村には学校支援地域本部をはじめ様々な組織があるが、その中心となっている人がいくつもの組織を兼ねるという状況にあり、疲弊してやる気をなくしかけているという話も聞いている。できるだけ多くの人が関わる組織にしていき、中心となって活動する人の負担を減らしていくことも考えていく必要があると思う。
・公民館には、「余計なおせっかい」は要らないが、「多少のおせっかい」は要るように思う。今後、アウトリーチ型の意識を持った公民館職員をどう育成、創出していくかを考えていく必要がいると思う。　

・公民館をはじめとする社会教育施設に学校を支援するという意識、発想が少ないと思う。社会教育施設がもっと学校教育にも積極的に働きかけていくとよいと思う。
・社会教育主事は、学校が社会教育関係団体、地域住民その他の関係者の協力を得て教育活動を行う場合には、その求めに応じて、必要な助言を行うことができると社会教育法に記載されており、学校に社会教育主事が活用できることを訴えていく必要もあると思う。

　学校から求めがあった時に、社会教育主事や社会教育施設が役割を担えないと全く意味がないので、現実に求めに応じることが出来るかを見極めて進めていく必要があると思う。

・提言を考えていくうえでは、福祉部門が何を求めていて、何を課題と感じているかについても聞き取るとより効果的・現実的な提言になると思う。
・社会福祉協議会は高齢者や障がい者に関する取り組みに比べて、子どもの抱える課題や子育て支援については弱い面がある。対象の違いを考えていくとリンクできる方法が浮かびあがってくるのではないかと思う。
・社会課題に地域の人の一人一人がどう関わっていくことが必要であるかを考えているNPOは多く、NPOには課題解決に向けた取組みのノウハウが蓄積されてきていると思う。世間では、若者は地域に関わらないとかボランティアが少ないと言われるが、３０～４０代にも、社会的な活動に関わりたいというニーズがあり、この世代がNPOや地域につながるようにしていけば、もっと支援がつながっていくと思う。
５　閉　　会

